
〇 本とりまとめのねらい

新たな時代における「予定調和なき対流」によるイノベーション創出
～「地方に到来したチャンス」を最大限に活かした「稼げる国土」の形成～
国土審議会計画推進部会稼げる国土専門委員会 2019年とりまとめ 概要（1/2）

・日本は、高速かつ大容量の通信により、データドリブンなイノベーションを全国で行える環境にあり、
知識集約型産業については都市と地方の格差は小さく、地方に大きなチャンスが到来している。
・資本集約型社会においての商品の評価軸であったコスト、機能性、品質、耐久性等とは別の「共
感を呼ぶ価値」への評価が高まっており、こうした「共感を呼ぶ価値」はどの地域にもその潜在力があ
り、それをどのように引き出して稼げる地域にしていくかが課題である。
・そのため、様々な分野のヒトや情報が集積する場で「予定できない接触」が生み出され、結果
として「予定調和なき対流」によるイノベーション創出に繋がる場である知的対流拠点が重
要となる。
・経済社会のパラダイムシフトによって「地方に到来したチャンス」を最大限に活かすことによって「稼げ
る国土」を形成することができる。

【位置付け】
第2次国土形成計画（平成27年8月閣議決定）で示された「我が国の経済成長を支える『稼
げる国土』の形成」に向け、地域の独自の個性を活かし、産業の振興を図るために以下の事項の
調査を進めており、それらの検討結果についてとりまとめたもの。

①地方都市を中心とした地域発イノベーションの創出、
②大都市圏の整備を通じた地方都市等との重層的な連携、
これらを促進するための知的対流拠点のあり方等について調査を行うとともに、
これらを踏まえ、
③生産性を高め、各地域の重層的な対流による「稼げる国土」のあり方

（１）地方都市を中心とした地域発イノベーションの創出

〇 これまでの成果

全国の幅広い地域における地域主体の先行事例を収集し、そこから見出された、今後
地域発イノベーションに取り組む地域にとって、有益であると考えられるポイントを手
順として整理し、「ローカル版『知的対流拠点』づくりマニュアル」をとりまとめた。

地域の課題や危機感を認識・共有し、それ
をチャンスとしてもとらえる。

今後地域の強みになりうる資源を考える。

それら資源の活用方策を考える。
以下も併せて検討する。
〇必要な人材・組織
〇必要な活動空間（知的対流拠点）
〇活動を支える交通ネットワーク

方策を実行する、改善する、発展させる。
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民間活動の側面的サポート役
又は事業の仕掛け役

関係者間のｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ役
広域連携、地域ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ
必要に応じ基盤整備

国などの様々な支援制度の有効活用

「ローカル版『知的対流拠点』づくりマニュアル」（平成29年策定、平成31年４月改訂）

【検討趣旨】
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〇 今後の展望

・地方都市等においては、これから新たに知的対流拠点を形成するところが多く、そうし
た取組を緩やかに支援していくことが重要であり、大学等の研究機関、民間事業者等と
効果的に連携を図ることで、知的対流拠点の活動を更に活性化させることが期待される。

・知的対流拠点が生み出す価値への「期待値」、すなわち起業促進や地域活性化などそれ
ぞれの地域が抱える行政課題解決に向けた「期待値」等を共通の視点で「見える化」し
ていくことは、当該拠点が市場システムの中で普及・促進するために重要である。

（２）大都市圏の整備を通じた地方都市等との重層的な連携
これらを促進するための知的対流拠点のあり方等

ヒト・モノ・カネ・情報が集積しやすく、知的対流拠点が形成されやすい大都市圏にお
ける「知的対流拠点の特徴」を整理すると共に、様々な地域で参考となる大都市圏と地
方都市等との重層的な連携事例等を数多く収集した。
地方都市等は、大都市圏や他の地方都市等のヒト・モノ・カネ・情報と効率的かつ効
果的な融合を行うことで、イノベーション創出に必要な「知恵・資金・人材」の獲得を
通じ、PDCAサイクルとなるストーリー構築が期待される。

補助金等の公的支援が無くとも設置・運営
その運営のみで収益を出すのは困難な一方、

自身の開発エリアの価値向上や、育てた企業が自身の
本業強化に貢献することを期待

地域経済活性化や起業促進といった横断的な目的

民間事業者の取組に比して、取り扱う対象分野が
幅広い

「民間事業者」の取組の特徴 「公的機関」が主導又は主体の取組の特徴

（３）生産性を高め、各地域の重層的な対流による「稼げる国土」のあり方
（１）、（２）の議論を踏まえつつ、様々な分野のヒトや情報等の予定調和なき対流
を促す知的対流拠点のメカニズムを整理するとともに、公的機関の関与のあり方や評価
のあり方をまとめ、知的対流拠点の普及・促進を図る上で重要なポイントを提示した。

大都市圏など人材の多様性、
高密度な状況で生じやすい。

コミュニケーターの仲介や多種多様なイベン
トにより、利用者間の交流が生じやすい。

対 流

多くの企業等で、新たなアイデア等の創出に
外部人材等の知見への期待が高まっており、
様々な人材が集積しやすい。

具体例
コワーキングスペース

＜コワーキング型拠点＞

拠点を形成し、多様性のある者が可変的に集うことで生じる知的対流
による知恵やアイデアの高度化・高付加価値化を促すもの

＜必要な機能＞
・交流を促進するコミュニケーターの確保（人材） ・拠点（資金）

＜地域資源発掘型拠点＞

関係主体が連携し、特定地域における潜在的価値を有する技術や産
品等の高度化・高付加価値化を促すもの

＜必要な機能＞
・地域課題解決に向けた志のある人材等（人材） ・拠点（資金）
・潜在的価値を有する技術・産品（モノ等）

公的機関
大学・研究
機関

内部・外部
関係事業者
地域商社

対 流

地域住民等

潜在的価値を有する技術や産
品等の高度化・高付加価値化を
目的とした関係主体間の連携

特定の目的（技術や産品等の高度
化・高付加価値化）を有することで、
関係者の集積がしやすい。

具体例
・栗製品のブランディングによる
高付加価値化（四万十町）

※コワーキング型拠点同士やコワーキング型拠点と地域資源発掘型拠点など拠点同士がネット
ワークを形成し、対流を生み出すものものある。

新たな時代における「予定調和なき対流」によるイノベーション創出
～「地方に到来したチャンス」を最大限に活かした「稼げる国土」の形成～
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